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ただいまご紹介をいただきました平山です。林司宣先生、加藤哲夫先生
から過分なご紹介をいただきましたが、ごく普通の弁護士ですので、気楽
に聞いて欲しいと思います。
私は今日最初に、三つの感謝を申し上げたいと思います。第一は、この
伝統ある法学会大会にご招待いただきまして、講演の機会を与えていただ
いたことであります。また、皆さんが時間のやりくりをされましてこの場
所にご出席いただいたということが二つ目。それから、三つ目は、私が今
日あるのはこの早稲田大学のおかげでありまして、今日も大学に来まして
本当に感謝をいたしたわけであります。そういうことで最初に感謝を申し
上げます。
レジュメに従いまして少しお話を申し上げたいのですが、日弁連の会長
ということについて若干補足説明をいたしますと、この２月に全国２万２
千人の会員で選挙をいたしました。アメリカの大統領選挙と同じような仕
組みでありまして、全国に52の単位会があり、そこで単位会ごとに勝負を
しなきゃいけないというのが一つであります。二つ目は全国の会員の多数
の賛成を得なきゃいけない。この２つのハードルがございまして、今年は
３人で選挙をやりました。私が52単位会の中の41単位会を勝つことがで
き、２つの単位会で引き分けになり、他の方がそれぞれ４と５ということ
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でございましたので、新聞等では圧勝だと書いてありましたけど、圧勝と
いう表現はいかがかと思います。その中で特筆すべきは、この大学の出身
の法曹が、私に1600名ぐらいの方がどうも投票されたらしいということが
分かりまして、やはり私は早稲田大学を出てよかったなということを思い
ましたので、特に先程この大学に感謝しておりますということを申し上げ
たのでございます。
早速、話の方に移りたいと思います。皆さんのお手元に図を資料として
お配りいたしておりますが、今日の司法制度改革を１枚の絵にすればこう
いうことだということが言えると思っておりますので、これを参考にご覧
いただきながら、私の申し上げることをこの絵に基づいてご理解を得てい
ただけたらよろしいかと思っております。そしてまた、最後のところでは
皆さんに対する私のメッセージ、お願いをしたいことを述べたいと思って
おりますので、どうぞ出来ましたら最後までお付き合い願いたいと思いま
す。
まず最初に今次の司法改革についてでございますが、2004年の末まで
に、法科大学院基本法、裁判員法、総合法律支援法など、司法制度関連の
24の法律が成立いたしました。そして、その制度設計、立法の段階を経ま
して、まさに今、実行の時代を迎えているということが言えると思いま
す。私の今日の話は、日弁連のサイドから見てお話をしますので、やや我
田引水になる部分があるかと思いますが、少しはそうした意味で割り引か
れて聞かれてもよろしいのではないかと思っております。司法改革そのも
のは、日本の司法をどう変えるかという問題でございますから、たんに日
弁連の立場から見ただけでは公平を欠くというふうに思われますので、そ
ういう意味でお聞きください。
我々は1990年の定期総会に第１回の「司法改革に関する宣言」を採択
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し、この５月に第10次の司法改革宣言を岡山での日弁連総会で決議いたし
ました。10回にわたりまして司法改革宣言を唱えてきたわけであります。
これまで日本は、２割司法と呼ばれてきた「小さな司法」でありまし
た。裁判所のご努力で、いわば聖域にある司法と呼ばれ、そのような「小
さな司法」で一生懸命やっていただきましたけれど、どうしても市民の間
にある紛争の２割くらいしか解決できていなかった。しかし、日本国憲法
が求めているのは、「大きな司法」、つまりこの国のかたちを司法優位の社
会にして、「大きな司法」で解決していくべきだと私たちは解釈しており
まして、そういう意味でこの２割司法を「大きな司法」にしなければなら
ない、ということを基礎においてやってまいったわけです。私どもも1990
年以来この運動に参加してきましたので、いわばその最後の仕上げのとこ
ろで私は会長になってしまい、皆さんから会長になったらどうなんだ、自
ら実践したらどうなんだということを言われる立場になってしまった、と
このようにご理解いただければいいと思います。
顧みますと、この間、早稲田の出身でございました総理大臣、小渕内閣
の時代、1999年６月９日に司法制度改革審議会設置法が成立いたしまし
た。小渕総理は我々の陳情に対して、うんやろう、そうだ、ということを
おっしゃって、その後亡くなられましたけれども、大変志の高い総理であ
った、そして非常に頭の低い総理で大変素晴らしい総理であったと思いま
す。私は、小渕総理はこの司法改革にも関連があるんだということをいつ
も思い出しております。それから1999年11月７日に、司法制度改革審議会
が設置されました。そして我々は2000年11月に日弁連の臨時総会をやりま
して、これが大きな弁護士会としては歴史的な転換期に立ちました。ここ
で、法曹人口、法曹養成制度、及び審議会への要望に関する決議をやりま
して、それまでは弁護士会も、まぁ年間800人くらいの新法曹が限度だ、
それ以上は人数を増やしてはならないという立場をとってきたのですが、
このときに、やっぱりおかしいな、今の小さい司法では憲法が予期した大
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きな司法、司法優位の社会にはなりきれないな、ということで決断をいた
しまして、我々は、国民が必要とする質と量の法曹を受け入れようではな
いかという決議をいたしました。８時間以上の大きな総会でございました
けれどもそこでやりました。これがその後の法曹人口増および法科大学院
の設置の大きなきっかけになったわけであります。そういう意味では大事
な役割を我々は果たしたなというふうに思っております。ちょうど私は東
京弁護士会の会長でありました。そういう意味で臨時総会との関わりもご
ざいまして、皆さんから、今までの我々のとっている政策とどういう継続
性があるのかという質問を受けました。私は、全く継続性がないんです
よ、だから皆さんにお諮りしているんです、今のままでは日本の司法が小
さい司法のままでいってしまう、これはやっぱり大きな転換を図るべきで
はないのか、ということを申し上げまして了解を得た、ということがござ
いました。そういう意味では、その後小泉内閣が発足いたしまして、今は
小泉内閣は郵政改革だけじゃないのと言われますけど、私は小渕さんを引
き継がれて大きな司法改革への舵取りは小泉内閣がしたというふうに思っ
ておりまして、やはり我々はその部分についてはきちっと評価をすべきで
ないのかと考えております。
小泉内閣の2001年６月12日に司法制度改革審議会意見書というものが出
ました。これが今日の司法制度改革の原点になっております。その後、内
閣に、総理大臣を本部長に司法制度改革推進本部がスタートいたしまし
て、私もその検討委員の一人を務めたと、こういうことになります。そし
てこの2004年４月に、ご案内のように法科大学院が68校開校されました。
2005年にまた６校開校されましたので、現在74校になっておりますけれど
も、そういう意味では我々はこの法科大学院を成功させなければならな
い、そういう義務があるのではないか、というようなことも考えたりいた
しております。今日はそういう経緯を辿った上で、それでは一体今日の司
法制度改革の目玉は何なんだということについて、三つの点についてお話
をしておきたいと思います。
早法82巻２号（2007）150
まず、私どもは司法改革の三本柱と申しておりますけれども、一つに
は、新たな法曹の養成制度、いわば法科大学院の創設でありますね。これ
が一つの大きな司法改革の柱であると思っています。では、これはいった
いどうやってどういうことでできたのかというのは、じっくり資料を読ん
でいただければ分かりますけれども、先程から申し上げておりますよう
に、この世の中が、戦後、新憲法の精神から離れて行政優位の社会になっ
てしまってはいないか、司法機能が非常に小さくなって、真の意味で人権
保障やそういう問題について十分役割が果たされていないのではないか。
特に、国際化、それから経済の自由化、いろんな問題が出てきて、どうも
行政優位の社会では行き詰ってしまった、とこういうことがあるわけであ
ります。つまり21世紀を迎えて、社会が複雑化、高度化、国際化が進み、
特に経済社会での規制緩和が著しく進んだ中で、それまでの行政依存型の
社会が行き詰ってしまった、こういうことが前提にあると思います。そこ
で審議会意見書は、国民を統治の主体に、これまでは行政の客体になって
いたわけですが、国民が統治の主体として登場し、自ら活躍していく、こ
れが大事ではないかということで、透明なルールと自己責任の社会に移行
すべきだということを書いておりまして、そういうことになれば、国民の
統治主体としての活動を支えるのは司法ではないかと、必然的に司法の機
能に期待することが一番よろしいのではないかということを書いたわけで
あります。そういうことで言いますと、この意見書では、「法の支配が社
会の血肉と化し」、「個人の尊重と国民主権が真の意味で実現される」ため
には、司法の機能を格段に強化しなければならないと書いております。し
かも強化するためには、その担い手である法曹、法曹法律家が、もっと多
数存在しなきゃならない。日弁連が年間500人あるいは800人までの増加だ
とそういうことを言っているようではだめなんだ、やっぱりもっと多く法
律家が存在しないとそういう社会にはなり得ないということをうたってお
り、我々はこれに非常に傾聴したわけであります。少ない人数でやってい
れば司法試験に合格した者としては競争者が少なくて非常にいいですね。
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だけどそれでは自分のことだけ考えていることになる。社会のことを考え
れば、法曹がもっと多くいて、社会の隅々まで医師の役割を果たすという
ことが、やはり審議会意見書が言っている通りではないかということで賛
成をしたわけであり、これが今度は法科大学院の構想として登場してきた
ということであります。そこのところを皆さん是非ご理解をいただいてお
きたいなと思っています。
ではどこが今までの我々の時代と違うのかといいますと、我々は一発試
験、司法試験に受かる、そして司法研修所というところで２年間の研修を
受けるということでやったわけであります。しかしこの意見書では、それ
ではこの大勢の人口は賄いきれないとみたわけでありまして、やはりプロ
セス教育というのか、大学院できちっと実務的なことを、つまり理論と実
務の架橋というふうに審議会意見書は言っておりますけれど、そういうこ
とをきちっとやろう、そしてその方々の中で新たな試験をやって登用して
いく、このほうがよろしいのではないかと書いたわけでありまして、この
法科大学院構想を日弁連として賛成したというわけであります。ですか
ら、これから例えば皆さんが法科大学院に参られる場合に、そこでの勉強
はこういう意味での勉強をして欲しいというわけで、またそこに行きまし
て司法試験だけを狙って、司法試験の勉強、ガリ勉では困ります、という
ことであります。まぁ本学の法科大学院はそういうことでないと私も承知
いたしておりますけど、皆さんそういうお気持ちで勉強して欲しいなと思
います。
では21世紀を担う法曹はどういう資質が必要か。このことにつきまし
て、意見書は、豊かな人間性や感受性、幅広い教養、専門的知識、柔軟な
思考力、説得・交渉の能力という５項目をまず挙げました。それから次
に、社会や人間関係に対する洞察力、人権感覚、先端的分野や外交の知識
がある、国際的視野と語学力の４項目を挙げております。いちいち申し上
げるとこういうことになりますが、私はやはり第一に豊かな人間関係と高
度な倫理観を培うことだと思っております。二つ目としては、そこで専門
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性を磨いて欲しいと思います。三つ目は、この21世紀がグローバルな時代
で、国際性を身に付ける、こんなことがおそらくこの新しい法曹養成制度
が真に狙ったことではないかと思いますので、法科大学院の先生方に――
大変優れた先生方がおられますが――、皆さんはそういう意味での勉強を
して欲しい、予備校に行って受験勉強するようなことはやめて欲しいとい
うのが我々の気持ちであります。
第二の柱、日本司法支援センターについてお話しいたします。総合法律
支援法に基づく日本司法支援センターというのがあり、これはどういうこ
とかといいますと、日本型のいわばパブリックディフェンダーともいうべ
き制度だと言われております。弱者救済の法的制度だと考えることもでき
ますが、これが立ち上がったわけであります。
2004年５月26日に総合法律支援法ができまして、ここでは、二つのこと
をやろうというわけであり、ひとつは刑事弁護に関連いたしまして、国選
で被疑者弁護を行なうということ。今は被告人弁護につきましては国選弁
護というものがありますけれど、それより前の段階、つまり被疑者の段階
でやはり国選というのが必要ではないのか、そうでなければ経済的に恵ま
れない方の弁護というものが賄いきれないというようなことがありまし
て、我々はこの実現に向けて努力してまいりました。当番弁護士という制
度があり、我々の費用で当番に決められたものが出て行なうというもので
すが、弁護士会自身が自らの負担で当番弁護士を始めにやってきたという
状況があり、それがこの新しい法律の中に実っております。被疑者につい
ては国で費用を出そうではないかという制度に変わったわけであります。
それからもうひとつは、民事扶助という制度があります。これも我々が
財団というものを創りまして皆さんが経済的に恵まれない方の民事弁護を
やってきたわけでありますが、これも弁護士会がお金を出し合ってやって
いるというのはどうか、やはり先進国の仲間入りをするのには国がそうい
う方々を税金で一定程度守っていくべきでないかということになってまい
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りまして、今回の総合法律支援法になったと理解をいたしております。
これでいきますと、今年2006年の10月からは、例えば刑事事件ですと、
法定合議事件というのが7000件くらい登場して、これをみんな弁護士がや
らなきゃならないことになります。2009年、平成21年となりますと、約10
万件が登場してくると言われています。必要的弁護士事件に変わりますの
で、懲役３年以上の懲役刑がある事件についてはこの国選弁護をやらなき
ゃならない。被疑者弁護・国選弁護をやろうとこういうことになりますと
10万件登場してくる。それを弁護士が担って弁護にあたっていかなければ
ならないということになりまして、大変な変わりようになります。我々は
もう時期的にこの弁護をきちっとやれるかということになりますと非常に
難しい面がありますけれど、これからの若い方々、皆さんの時代には、
続々と対応していく仕事が増えていくわけでして、何か最近若い方にお会
いしますと、我々がせっかく司法試験に受かっても仕事がないんじゃない
かという質問を受けますけれど、そんなことはありません。続々と舞台は
登場してきます。ただ考え方を変えなければならないのは、弁護士になっ
て金を稼ごうという、これは考え方を変えなきゃいけないですね。そうで
はなくて、こういう人たちの弁護をやるんだという志を持っていただけれ
ば、私は非常に広がりが出てくると思っております。ただ残念なことに、
この制度はいわば国から費用を出していただくために、独立の法人になり
ます。ですから、国家権力の支配を受けるのではないかということが議論
としてありますけれど、我々がきちっと対応すればそういうことは考えら
れない。我々がサボったら危ないですね。しかし担い手は弁護士でありま
すから、弁護士が、きちっとこれを担っていただければ、国家権力がそこ
に口出しをするという状況ではない。費用が国から出ますので予算・決算
はきちんとやらなければならないでしょうが、働きそのものに関与される
ということはまずない。ということで、いろいろ我々は議論いたしました
けれど、この制度はやはり受けて、受けて前に出る、全力を挙げてこれを
担っていこうということで、今取り組みをやっておりまして、いよいよこ
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の10月からこの仕事が始まります。私としては、この立ち上げに向けてこ
れを遺漏なくやらなきゃならない、弁護士は今まで被疑者国選弁護という
ものを長い間唱えてきた、民事扶助も長い間唱えてきて、いざ法律を作っ
たら全然やらないじゃないかと、こう言われないようにしないといけない
というので、今度の選挙でも、私はこれをやりましょうと、我々がやるし
かないじゃないかと、こういうことを訴えてみんなの了解を得たというの
が、選挙で私が勝利できたひとつの原因だと思っております。ですからい
ろいろ難しい問題はありますけれども、弁護士の自治というのを守りなが
ら―――これはここで唐突かもしれませんけども、弁護士というのは自治
権というのを持っておりまして、懲戒その他、全部弁護士会で決着をつけ
ていくという制度になっております。これは何故かというと、時に弁護士
は国家権力と対峙することもありまして、被告のためにあるいは市民のた
めに国家権力と対峙することがある、そのときに国家権力から懲罰を受け
るようでは仕事にならないわけでありまして、そういう意味で法が弁護士
自治というものを与えておりますのでこの自治権を犯されるようなことが
あってはならない。これをめぐりましていろいろ会内で議論がありました
けれど、いや、これは我々が一生懸命やることによって守られるはずだ、
一番は市民の信頼なんだ、市民の信託に応えることが弁護士自治を守るこ
となんだということで、今はこれに全力を挙げようということになってき
ております。おそらく10月からこの仕事が遺漏なくこなせると思っており
ます。これが日本司法支援センターというところですね。もう一度資料を
見ていただきますとこういう経過を辿って、こういう制度に辿り着いたと
いうことを後で読み取っていただければ良いと思います。
それから三つ目は裁判員裁判であります。これが、ある意味では100年
後の歴史家が、今次の司法改革で一番大きな改革はこれだ、と言うと思っ
ております。成功すれば、です。失敗すれば、やっぱりだめなのかなとい
うふうに歴史家は言うと思っております。どういうことかといいますと、
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今までの刑事裁判は、裁判官としてキャリアを積まれた方が裁いていく、
一生懸命やっていただいていた。しかしそこには残念ながら一般市民の判
断というものは入っていないわけで、これを、国民が裁判そのものに参加
しようではないか、これが国民主権下の司法の本来の姿ではないかという
のが基本的にありまして、特に、一般市民の常識というものを裁判に入れ
ることがこの21世紀を立派な社会にしていくにはキーポイントではない
か、というのがこの審議会の考え方になったわけであります。そういう意
味で、外国でも参審制、陪審制、というのもありますけど、日本では新た
に裁判員制というのを導入することになりました。今、新聞のアンケート
などを見ますと、賛成できない、私は裁判員割り当てを受けてもやりたく
ないという方が多いんですよね。非常に残念です。しかしだんだん変わっ
てきております。最初は、この制度そのものに反対だという意見が大で、
しかし今はそうではなくて、忙しくて勤まるのかな、サラリーマンである
自分が１週間後に裁判所に出られるのかな、あるいは主婦の方がお子さん
のお守りがあってそんなのに出られるのかなという、つまりどちらかとい
うと環境の問題に移ってきているんです。やはりやってみたい、しかしや
れるのかな、会社は、有給休暇はどうなるんだろうか、とかですね、そう
いう環境問題さえ整備していただけたらやろうと。これはやはり市民が、
国民が自由を獲得していくためにはひとつの負担ではないか、税金ではな
いかと考える方が非常に増えてきておりまして、私はこれも成功すると思
っており、また成功させなきゃいけないと思っております。戦前に日本に
は陪審員制度が一時ありましたが、戦争のために中断してしまいました。
その後開かれないという状況になったわけでありますけれど、今度は是非
これを成功させるべきではないかと思うわけであります。そこで、成功さ
せるためにいくつもハードルがございまして、今我々が取り組んでいる大
きな問題がいくつもあります。ひとつは、今までの刑事裁判をおやりいた
だいた裁判官の方も法科大学院の先生になっている方がいっぱいいらっし
ゃるんですよ。弁護士の中でも刑事裁判をやってきた方がいっぱいいらっ
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しゃるんです。そういう方々に詳細はお聞きいただきたいと思いますが、
これまでは、捜査段階での被疑者・被告人の調書が裁判の法廷でどう読ま
れ通過していくかということになっていて、いわば調書裁判というふうに
なっていたんですね。これが裁判員裁判に変わりますと、市民が法廷で見
聞きすることが主な裁判の中身になってきます。これを、直接主義・口頭
主義といっておりますが、これに変えなきゃならないわけです。調書が過
多で、裁判員が持ち帰ってこれを読むというようなことでは話にならない
わけですね。法廷で直接見聞きして判断していく制度に変えていかなきゃ
いけないですから、そのために非常に苦労がいるわけであります。そうす
ると、今までは、特に捜査段階で被疑者が自由に喋ったことなのかなとい
うようなことが、大きな問題となり調書裁判ではその調書の任意性とか自
主性といったことが非常に問題になって長い裁判になってきました。これ
を何とかやめようじゃないか、裁判の公判廷での勝負にかけていくべきで
はないか、そうでないと市民が裁判員になれないということがありまし
て、そちらにどう移行するかというのが今の我々が取り組んでいる大きな
課題であります。専門的に言えば、捜査の可視化、つまり捜査段階がどう
見えるようにするのか、録音とか録画とかですね、そういうことをしたら
どうかということがありまして、裁判所の方ではそういう方向ではないか
と、弁護士会のほうでもそういう方向ではないかということに、このとこ
ろ変わってきていると思っております。検察庁の方は、先日検事総長が一
部可視化の試行をしようという大きな決断をされて少し動き始めたなと。
そうしますと、これが進めば私は裁判員裁判を不成功に終わらせる理由は
なくなってくると思っています。後は我々弁護士が、そういう裁判員裁
判、新しい裁判にきちっと対応できるのかと、むしろ我々のほうが研修等
をもっともっと積んでいかなきゃならないというふうに思っております。
そうなりますと若い皆さんが我々より対応早いですよね、若い方々がどん
どん勉強して、第一線でこの裁判員裁判を引っ張っていく。若い人たちが
全力を挙げて取り組み、おそらく刑事弁護の大家は皆若い人になるのでは
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ないかと思ったりしております。特に先程申しました日本司法支援センタ
ーでスタッフ弁護士というのが登場してまいりますが、その支援センター
だけを担当するのがスタッフ弁護士の制度です。この方々は、スタッフ弁
護士が終わりましたら、おそらく刑事裁判の弁護人としては皆一流の人に
なっている可能性がある。それはその間の経験によるわけです。新しい時
代で、皆さん若い方が活躍される舞台にこの裁判員裁判はなると思ってお
ります。裁判員裁判の対象となる事件がどういうものなのか、あるいは裁
判員の構成は３対６ということになりましたけれど、その過程でいろんな
議論がある。われわれも毎日のようにこれを何人にすべきかという議論を
してきましたが、一応今裁判員６人と裁判官３人でやろうということにな
りました。私はひとつの落ち着きどころに落ち着いたなという評価をいた
しておりまして、これでやってみたらいいと考えております。そんなこと
で、この裁判員裁判が成功することは、刑事裁判のあり方からだけでな
く、何時どういう時代が来るかわかりませんから、そういうときに、やっ
ぱり市民が直接裁判の中に入っているということの重みというのは、民主
国家においては私は計り知れないと思っております。そういうこともあり
まして、いろんな意味でこれを成功させなきゃいけないということで、弁
護士会もこれを是非成功させようとがんばっているということでありま
す。
そのほかに司法改革では、裁判所の改革も非常に順調に進んでおり、改
革が行われているということでございます。
最後になりますけれど、学生の皆さんに私のメッセージをお伝えしたい
と思います。制度そのものに御質問がありましたらそれはそれでお受けい
たしますけれど、私は皆さんに高い志を持って欲しいと思うんですね。い
ろんな志がありますが、やはり高い志を持っていいただく必要があるんじ
ゃないでしょうか。孟子の言葉に「志は気の師なり」という言葉がありま
す。また本学の大先輩石橋湛山先生、私の尊敬する先生ですね、その石橋
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湛山先生が、志を高くおかなきゃならない、ということを繰り返し言って
いただいていたわけであります。それから、勝ち組、負け組というような
社会ですが、お金を稼ぐ人が勝ち組、そういうことにあんまり志を高く持
ってはいけないと思うんですね。そうではなくて、自分がどのように世の
中の役に立つかということを考えて欲しい。法曹になってスタッフ弁護士
を務めてみようじゃないかという気持ちも非常に大事だと思います。
また、こういう世界の中で私はこういう世界に貢献したいという志を持
ってもらうことも必要ではないか、それぞれが是非、志を把握して欲し
い。それから、せっかくの機会ですから、私の友人の先生方もおられます
けど、やっぱり大学はよき師、それからよき友です。それを得て、誠実と
勇気を学ぶ必要がある。そして良書を読むということ。いい本を読む。そ
れで思想を培ってほしいと思うわけです。そうすれば、必ず皆さんの将来
は開けてくると思います。人生に於いてはいろんな失敗もあります。そう
いうときには直ちに気を取り直して向かっていくということも必要です
ね。それから苦労、例えば法科大学院に行くのに金がないんだと、アルバ
イトしなければならないというようなことがありましても、アルバイトす
ることの苦労というのは将来必ず役立つわけで、アルバイトの経験が無い
人よりずっと役立ちますよね。そういうことがありまして、まぁ笑ってい
る方もいますけど、きっと将来、あぁそうなんだと思ってくれるのではな
いかと思います。それから皆さんが、これから一人ではどうにもならない
ことがある、仲間がいなきゃいけない、自分だけよければいいというふう
に考えちゃいけない。仲間と一緒にがんばらなきゃいけないんだというこ
とを考えて欲しいですね。そうすればこの司法改革で司法界に進まれても
前途洋洋である、新しい時代の日本の社会というものを背負っていけると
思うんです。そういう意味で、他の分野にいらっしゃっても、何か志を持
って、自分はこういうふうに世の中の役に立つんだというような気持ちを
最後まで持ってがんばって欲しいと思っております。
いろいろもう少し改革後の司法制度の解釈論的なことを申し上げたほう
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がいいのかもしれませんけれど、皆さんがどういうことに興味を持ってお
られるのか良く分かりませんので、とりあえず私の話はそういうことにさ
せていただきたいと思います。
何かご質問がありましたらどうぞ、お受けいたします。
（2006年６月20日）
早法82巻２号（2007）160
